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Ⅰ．はじめに
今日、日本社会は様々な課題に直面している。
「少子高齢化」の進行は、地方・都市でそれぞ
れに問題の現象形態において異なるとはいえ、
産業基盤・生活基盤の変容にともなって一段と
顕著となり、「地域再生」の課題を表面化させ
ている。とりわけ過疎化が進行する地域では「限
界集落」が増加しつつある。
グローバル化の進行は、地域の経済的基盤が
世界経済の動向に規定される傾向を一段と強め
ている。ヨーロッパや中国などの国の景気変動
は、日本の輸出産業の動向を左右している。ま
た、新興国が経済発展を遂げるにしたがい、日
本の多くの企業が海外進出をするようになり、
国内では工場閉鎖が相次ぎ、製造業の労働力市
場は縮小する傾向を強めてきている。
東日本大震災は、東北各地の被災地に多大な
被害をあたえ、今なお十分復興ができていると
は言い難い。原発事故を受け、持続可能なエネ
ルギーの開発への関心も高まってきている。
このような状況にあって、様々な地域課題の
解決を目指す、あるいは地域再生を追求する上
で、大学が重要な役割を果たすべきである、と
考える。勿論、地域課題は、行政や企業、ＮＰ
Ｏなどがそれぞれ取り組むべきものがあり、ま
た、「協同・協働」が不可欠である。とはいえ、
その中でも大学が基軸をなすべきであり、そう
した地域の課題に応えられる大学づくりが必要
とされている、ということである。中でも、「人
材育成」とう意味では、地域課題の克服を目指
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す人材の育成、ということが重要な課題になっ
てきている。
ところで、昨年文部科学省が打ち出した「大
学改革実行プラン」は、「地域と連携した大学」
を強く志向したものとして注目される。
大学開放に関連づけて考えるならば、被災地
の復興に関わる多様なテーマ・内容での研究・
技術開発が課題として第一に挙げられる。また、
行政や企業・住民組織・住民個人などと連携し
た政策立案・合意形成のための学習の展開、ま
た地域生涯学習ネットワークの組織化、という
ことが課題となっている。
東日本大震災についてみると、これまでの災
害救援・復旧・復興支援の取り組みが、行政は
勿論、企業やＮＰＯ・市民活動として積極的に
展開されてきたことにも注目する必要がある。
この小論では、被災地の復興や「防災・減災」
の課題を含め地域の様々な課題を念頭におきな
がら、地域生涯学習や「大学開放」という視点
を基軸として、実践的に課題を整理したいと考
える。
Ⅱ．多様な地域課題
（１）地域課題と生涯学習
今日、個人のレベルでも地域社会というレベ
ルにおいても、生涯学習が重要なものとなって
いる。社会生活を営む上で、職業に関する知識・
技能の修得や健康、育児、介護等々に関する知
識の習得などが、日常的に必要とされている。
学校教育の段階で修得したものは、急激な社会
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変容の下で陳腐化するのも速い。また、労働力
の流動化も進み、労働に関する資格取得が求め
られることも多くなり、スキルアップ・キャリ
ア形成の必要も高まってきている。
地域社会の変容は地域によって具体的な現象
が異なるものの、「少子高齢化」や「グローバ
ル化」といった全国的動向、さらに国際的な動
向と密接に関わりをもって進行している。そこ
で生じている地域課題に対して、今日では行政
の他にも企業やＮＰＯなども積極的に取り組む
ようになってきている。
こうした状況にあって、地域課題に取り組み
課題解決を図るには「人材育成」が重要な課題
となっている。その「人材育成」においても、
行政やＮＰＯなどが学習機会を提供するように
なっているのではあるが、今後は大学への期待
が高まるものと考えられる。換言すれば、大学
は地域の中でいわばセンターとしての役割をは
たすことが求められている、ということであ
る。ＣＯＣ（Center…of…Community) 機能につ
いては文部科学省においても積極的に推進され
ており、「大学開放」や「大学づくり」が地域
の生涯学習推進と関連づけて捉えられるべきで
ある、と考える。
（２）復興と防災の課題と住民の学習の課
題
東日本大震災にともなう地域の復興という課
題は、被災地の住民はもとより、広く日本の経
済発展・地域再生・生涯学習振興の課題と密接
に関連する課題として位置づけられるべきであ
る、と考える。そうした問題意識から、以下で
は被災地の状況と復興に関連する課題について
触れてみたい。
現在、被災地における復興の課題とともに、
こうした災害について記録して後世へと継承さ
せていこうとする活動が展開されている。巨大
地震・津波の実際の姿と、その地震・津波の被
害の実相について明らかにし、記録し、さらに
後世に継承していくことの重要性について確認
しておきたい。
津波による被害は、海岸付近の建築物にとど
まらず、距離的には海岸部から遠い内陸部にお
いても大きな被害を生じさせている。
高台に避難しようとしても、時間的に間に合
わなかったという人も多く、先に避難した人が、
目の前で知人・友人などが津波に飲み込まれて
いった状況を目撃している。
「防災センター」などに避難した人が、想定
以上の大きな津波に襲われて被害にあった、と
いう事例も多い。東北の太平洋側の地域では、
これまでも「チリ津波」の例などから、大きな
地震のあとには津波がくるということを知識と
して持っていた人は多い。そして、避難訓練も
実施されて、津波から身を守るために避難する
必要性を意識し、所定の避難所に避難した人も
多かった。
「釜石の奇跡」と言われている小学校の生徒
達の防災意識と避難行動についても、十分検証
することが必要である。
津波の後に残った一本松は、結局塩害で枯れ
たが、記念のモニュメントとして保存されるこ
とになった。「残すべきだ」という意見と、被
災者の心情を考えると「残すべきではない」と
いう、二つの対立した意見があった。また、内
陸部まで漁船が打ち上げられたが、そうした「被
災を象徴するもの」を保存するべきかどうかは、
大きな問題である。その意味では、災害を経験
した人々の「心のケア」が重要な課題となって
いることについて確認しておきたい。
東北地域では、地震・津波の影響で工場生産
がストップした事業所も多い。その結果、そこ
で生産された部品をもとにアメリカで生産して
いたスマートフォンが生産ストップした、とい
う事例もある。グローバル化した今日の世界経
済の実体が浮き彫りになった。
被災地域の復興という課題を考える場合、「社
会的排除」の下に捨て置かれる可能性もあるの
だが、被災地の復興を単に被災地だけの問題と
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して捉えるのではなく、全国的な課題、さらに
国際的な課題として捉えるうえでは、上述した
ようなグローバルなとらえ方も必要不可欠であ
る、と考える１）。
被災地の復興という場合、地域課題への取り
組みとして、基本的な姿勢が問われるところで
ある。今後の防災・減災という課題も見据えな
がら、と同時に、今日進行している少子化・超
高齢化、産業空洞化、等々の課題についても改
めて理解を深め、具体的な対策を講じることが
求められている。
ここで改めて復旧・復興支援活動について触
れておきたい。災害地の救援活動や、復興支援
の活動が大規模に展開されてきた。
自ら負傷したり、家族や知人を災害でうし
なったりしながらも、被災者の救援活動や復旧・
復興の活動に獅子奮迅の活躍をした社会教育職
員が多数いたことを先ず確認しておく必要があ
る２）。
公民館の果たした役割も大きいと考える。鈴
木敏正や末本誠等が指摘するように、多くの公
民館が避難施設として被災者に利用されると同
時に、多くの社会教育職員が救援活動・復旧活
動において積極的に活動してきた、ということ
ができる３）。
最近の傾向として、「他者」を思いやること
ができる人格の形成が十分できていない、とい
うことが言えるのではないか。また、「無縁社会」
と呼ばれるような、個人が孤立した状況が広範
に生じているのではないだろうか。
大震災は、一面で地域生涯学習事業の展開を
図る上で、これまでの成果を確認するとともに、
多くの課題があることを示している。
震災直後、多くの生活物資が不足した際に、
人々が整然と列をつくって配給の順番を待った
り、商店で略奪がなかったことが、海外メディ
アで報道され、大きな反響があったことが知ら
れている。これは、これまでコミュニティの中
で、他者との関係を強く意識した価値観・行動
規範が形成され再生産されてきたことを意味す
るのであり、日本の社会教育・生涯学習の特質
として再評価されるという意義をもつもので
あった。
他方で、原発事故をめぐっては、東京電力や
政府においては、これまで事故を想定した訓練
が十分なされておらず、当時の対応も問題の多
いものだった。
また、漸く本格化してきた除染作業をめぐっ
ても、「手抜き」が発覚したり、廃棄物を不法
に投棄する例や、作業員への賃金不払いなども
起きている。一部の悪徳企業の所業だと考えた
いが、公共事業にむらがる企業体質が露見した、
という面も否定できない。
東日本大震災以降、社会教育・生涯学習の課
題をめぐって様々な提言がなされている４）。こ
こで、筆者なりに次の点を指摘しておきたい。
第一に、直接的には防災・減災についての学
習が重要である。後にも触れるが、富山大学で
は「防災・減災」に関するいくつかの事業を展
開してきた。地震や津波、洪水、山崩れ、竜巻
等々の災害について正確に理解することが必要
とされている。
第二に、日常的な生活の場である地域に即し
て、地域課題・生活課題について共通の理解を
深めると同時に、そこで明らかになった課題を
克服しようとする実践を協同・協働で追求する、
ということが重要である。この生活課題・地域
課題の具体的な様相は、地域によって多少異な
るのだが、大局的にみれば、「少子高齢化」や「グ
ローバル化にともなう地域産業の再編」、等々
に起因するものとして現われてくる。
第三に、被災地域に即してみれば、地域の復
興の課題である。「復興」ということは、基盤
となる地域産業（漁業、農業、工業、商業など）
の再生であり、商店街の再生であり、個人の住
宅・住環境の再生であり、「働く場」の創出・
確保、生業の再生ということである。そうした
基盤の構築と同時に、各種のインフラの整備が
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不可欠である。ライフラインが整備されていな
ければ、十分に産業の再生はなされない。さら
に、「コミュニティ」の再生が必要となる。単
に人が物理的に住むだけでは、住民どおしの交
流は生まれてこない。歴史的経過の中で、変容
しながらも再生産されてこそ、「コミュニティ」
が機能するのである。その意味では、「仮設住宅」
で生活を始めた人々が、以前の「地域社会」か
ら切り離されて新たに「強制された環境」にあっ
て新たに「地域社会」を構築できなかったとこ
ろ、十分できていないところと、不都合さを少
しでも克服しようとあらたな条件下で「人間関
係」を構築しているところに分化していること
は興味深い。「仮設住宅」から復興した新たな
生活条件の地域で「人間関係」をいかに構築し
ていくのか、ということが大きな課題となって
いる。
「防災・減災」に関連して、災害時に自立的
な生活を３日間維持することが大事だ、といわ
れている。交通が遮断され、ライフラインが切
断された状況が広範に生じた場合、電気・水・
食糧・燃料などの救援が行き届かない場合が多
い。そうした状況にあっても、３日間耐えるこ
とができれば救援の手が届く可能性が高い、と
いうことである。勿論、地理的条件や通信の回
復状況などで異なってくるのだが。岩手県のあ
る地区では、住民が１ヶ月、住民どおし協力し
あって自立的な生活を行っていた。各人、米や
缶詰などの保存食などを供出しあい、共同炊事
をし、共同生活を営んだのである。結果的には、
空からの救援も陸からの救援も、海からの救援
も一ヶ月受けられなかったのだが、見事危機的
状況を乗り切ったのである。この事例から、地
域の住民どおしの協同が重要なものであるこ
と、そこにまた地域社会教育・生涯学習の課題
と展望があることを改めて気づかされる。
Ⅲ．大学における防災の課題への
取り組み
（１）「東日本大震災」を契機としたネット
ワークの形成
被災者の救援・復旧・復興の活動では、全国
的な災害救援を行うＮＰＯの活動が、東日本大
震災でも積極的に展開された。行政だけでは対
応しきれないため、様々な場面で様々な情報の
発信・共有がなされ、きめ細かな救援・復旧支
援、そして復興支援の活動が展開された。
富山県には、東日本大震災の被災者が多数避
難してきた。それらの人々に対する救援活動と
して、筆者も関わったのだが、「とやま３１１
ネット」という組織が展開した救援活動の事例
を簡単に紹介しておきたい。
周知のように、「東日本大震災」の 2011 年３
月以降、福島県から多くの人々が他県に避難し
た。とりわけ福島県に隣接した新潟県や山形県
に避難した人が多かったが、富山県にも多くの
方が避難してきた。
そうした避難者の生活を支援する活動を行う
ため、富山大学も参加して「とやま３１１ネッ
ト」という、地域ネットワークが形成された。
これは、企業や行政・ＮＰＯなど、60 を越え
る団体・組織が加盟して結成されたものである。
避難者には、住宅の確保から調度類・各種電
器製品、さらに食料品・衣類など、日常の生活
を営むための多くの生活物資を整える必要が
あった。被災者支援の訴えに対して、富山市内
はもとより富山全県から多くの物資・金銭など
が寄せられた。
こうした経験の蓄積もあって、「防災・減災」
について地域の状況に即して具体的に考え、地
域の自然状況（地震や津波、洪水の可能性など）
について正しく理解する必要がある、という認
識が深められた。実際に災害が発生した場合を
想定して、事前に災害による被害を最小限にす
るための努力をすることが必要とされているの
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だが、さらに、災害時に、高齢者や障がい者な
どの社会的弱者の避難をサポートする体制づく
りなど、様々な課題がある。しかし、必ずしも
十分住民や行政・企業・ＮＰＯ等の間で共通の
理解がなされ、対策が練られているとは言い難
い。
こうした課題について住民一人ひとりが「学
習する」ことが重要で、大学としても公開講座
や講演会、フォーラム、といった事業として「学
習機会」を提供することが必要とされている。
同時に、他の行政部門や企業、ＮＰＯ等々と連
携して課題解決に向けて努力していく必要があ
る。
（２）「防災・減災」に向けた取り組み
富山大学では、平成 23 年 8 月 30 日に、富山
市立芝園小学校で「防災教育フォーラム」を開
催した。防災について児童生徒や地域住民の理
解を深めていく上で、学校を拠点とした「防災
教育事業」を行うことが重要である、と考えた
からである。
このフォーラムでは、最初に地震発生のメカ
ニズムに関する講演がなされ、ついで防災マ
ニュアルをすでに用意している学校の例が報告
され、その後会場となった芝園小学校に即した
「防災マニュアル」について討論を行った。
平成 24 年２月 25 日には、一般市民を対象と
したワークショップ「災害が起きたらどうす
る？」を開催した。最初に、被災地で救援活動
を行ってきたＮＰＯ代表による講演がなされ、
その後①災害発生時の対応、②避難所到達まで
のシミュレーション、という２つのテーマで討
論を行った。討論の中で、実際に災害が発生し
た場合、どのような経路で避難すべきか、どこ
に避難所があるのか、行政はどんな対策を講じ
ているのか、といったことが殆ど理解できてい
ない、という状況が明らかになった。
富山大学では、このような「防災」をテーマ
とした事業を「大学開放」の事業の一環として
実施し、その中で学校・行政・ＮＰＯ等との連
携を追求してきた。このような他団体・組織・
個人などとの幅広い「協働・協同」を追求する
ことで、いわば地域ネットワークの基盤を形成
してきた、といえる。
平成 24 年７月７日に、「防災」をテーマとし
て「熟議」が開催された５）。「熟議」では、グルー
プでの討議に先立ち、富山県を走る呉羽山断層
について話題提供がなされた。熟議は、８つの
グループに分かれて行われ、各グループにファ
シリテーター１名を配置し、参加者の討議が活
発に行われた。
Ⅳ．「大学開放」をとりまく最近
の動向
（１）「大学改革実行プラン」６）のめざす
もの
地域社会の中で大学が積極的に様々な役割を
果たすことが期待されている。以下では、文部
科学省が政策的に打ち出している「大学改革実
行プラン」について確認しておきたい。
「大学改革実行プラン」は、２つの柱と、８
つの基本的な方向性から構成されている。
第一の柱は、「激しく変化する社会における
大学の機能の再構築」であり、次の４項目が挙
げられている。
１．大学教育の質的転換、大学入試改革
２．グローバル化に対応した人材育成
３．地域再生の核となる大学づくり（COC…
＝ Center…of…Community）構想の推進
４．研究力強化（世界的な研究成果とイノ
ベーションの創出）
このように、大学の教育や研究機能を重視し
た「改革」が諮られているのであり、同時に「地
域再生の核」となる大学像をしめしている。こ
うした「大学像」は全ての大学において均質の
ものとして設定されているとは思えないが、地
方国立大学の場合、「地域再生の核となる」と
いうことを積極的に捉えることが重要である、
と考える。
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第二の柱は、こうした課題に対処するための
「大学のガバナンスの充実・強化」であり、以
下の４項目が挙げられている。
５．国立大学改革
６．大学改革を促すシステム・基盤整備
７．財政基盤の確立とメリハリある資金配分
の実施
８．大学の質保証の徹底推進
このように、大学の運営のあり方・方向性に
ついて「指針」がしめされていることが注目さ
れる。
ここで、「地域再生」という課題と関わって、
住民の学習活動について考えてみたい。学習者
が学習機会のあり方（学習プログラムの開発や
学習方法の開発など）を追究する上で、学習者
自身が企画段階から積極的に参画することが重
要になってくる、と考える。住民の学習要求が
多様化する中で、それに対応することで多様な
学習機会を提供することが可能となる。
地域課題・生活課題が深刻化するなかで、財
政事情が悪化し人員削減も進み行政が十分対応
しきれない可能性があるが故に、企業やＮＰＯ、
住民諸組織、さらに住民個人が課題解決に参画
する必要性が高まってきている。
高齢化社会における生涯学習の役割と課題に
ついて若干検討しておきたい。住民の高齢者が
次第に高学歴化することで、従来公民館や民間
教育産業が提供する学習機会とは異なる、より
専門性・学術性の高い学習機会への志向が強ま
る傾向が予想される。その場合、学習の機会を
提供する機関として、高等教育機関への期待が
高まるものと考えられる。これまでも、公開講
座への参加や「オープンクラス」に参加する人々
の中で高齢者のしめる割合は比較的高く、さら
に修士課程や博士課程の大学院に進学する高齢
者も増加してきている。こうした状況を考える
と、今後高齢者の中で時間的・経済的余裕のあ
る人の中で大学で学習したいとする人は増加し
ていくものと考えられる。その場合、自己の興
味関心にもとづき、教養を中心に重点を置く場
合から資格取得・キャリア形成を目指すものま
で、多様な学習目標が設定されるものと考えら
れる。
ここで、現在の社会状況で求められる人材像・
目指すべき新しい大学像について触れておきた
い。
社会の変化の激しい今日、個人は生涯にわ
たって学び続ける必要がある。学習活動を積み
重ね、主体的に考え、行動できる人間となる、
ということである。「社会の動きに流される客
体」ではなく、自ら学習活動を追求する「主体」
となる、ということである。
グローバル化が進行している現代社会では、
国際社会で活躍する人間が求められている。あ
るいは、地域において労働・生産・生活するに
しても、世界と地域を密接に関連づけて課題を
捉え、活躍できる人間になる、ということであ
る。また、イノベーションを創出することので
きる人間となることが必要とされている。ま
た、国際社会において活躍できる人間となるた
めには、異なる言語を修得すると同時に、異な
る世代と積極的に交流し、立場の異なる人々と
コミュニケーションできる人間になることが求
められている、ということができよう。
（２）地域課題の解決を図る人材の育成
生涯学習について考える場合、個人の自己実
現という側面から接近するならば、その主要な
学習テーマ・内容は、「自己完結的な自己」に
収斂する傾向が強いものとなる７）。即ち、個人
の興味関心（趣味・教養など）への収斂である。
しかし、多くの個人は、様々な条件の下で社会
と関わりを持っている。企業や行政などで職業
人として労働し、家族という人間関係をもち、
生活を営んでいる。そうした労働・生産・生活
過程に規定されて、職業上必要とされる知識や
技能の修得などが個人の内発的な学習要求の発
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現として、あるいは多分に「社会的な強制力」
の作用を受けた形で学習活動を追求している。
即ち、「社会的存在としての自己」として生活
を営む中で、「他者」や「社会」との関わりを
前提として自己の必要とされる知識・技能の修
得を内面化することで、「主体的に学ぶ」ので
ある。こうした学習活動は、優れて実践的な課
題・内容となった学習活動としての性格が強い。
勿論、基礎・基本を重視した学習内容になった
り、本質的なものに迫る学習として展開される
こともあり得る。
社会教育法では、個人の学習を社会的に推進
する立場から、行政が積極的に条件整備するこ
とが図られている。社会教育施設として、公民
館・図書館・博物館等が整備され、多様な事業
展開をはかることも想定されている。
また、個人の学習ニーズに基づいた学習で
あっても、他者との「共同学習」が重要な意義
をもつものとして位置づけられている。
個人から離れて、教育政策を推進する立場か
ら社会教育・生涯学習について考えてみること
も必要である。その場合、個人の学習活動の内
容を本人の意向を無視して他者・行政が方向づ
けたり、価値観を強制するものであってはなら
ないのだが、客観的に社会の中で必要とされる
学習課題について学習活動を活発化することを
図る、といったことが追求されるべきである。
換言すれば、多くの個人に共通するニーズ（個
人の中で意識化されていない場合もあるのだ
が）に基礎をおいて、学習活動の発展をはかる、
住民の学習活動をサポートする、ということが
必要とされる。さらに、政策的に捉えるならば、
住民に共通した地域課題の解決を志向する人材
を育成する、ということが重要になってくる、
ということである。
地域において、「地域再生」をはかる様々な
課題があり、そうした課題解決に向けた活動を
する人々の育成、とりわけリーダーの育成を行
うことが求められている。介護や健康保持など
の個人的な生活課題を考えても、あるいは防災
や産業の活性化などの地域課題を考えても、個
人の学習を基礎とし地域課題を自己に内面化し
て捉える学習が必要とされてくる。そして、学
習とともに課題解決に向けた実践が必要とされ
てくるのである。
定年退職後、それまで職場での生活に重点を
おいていたため家庭や地域での「居場所」を十
分確保することができない、という人も少なく
ない。その意味では、退職後の生活の営みのあ
り方について、積極的に「自己実現」をはかる
学習機会の提供や学習のサポートをはかること
が、地域生涯学習の課題の一つとなっている。
同時に、「社会参加」を目指すことも不可欠な
視点であるということができる。
さらに、退職後にこだわらず、在職中から定
年後をみすえて現役世代に対する地域での生活
を創造できるように学習をサポートすることも
課題として設定される必要がある。
今後、若年層の労働力人口の減少が予想され
る中で、高齢者の積極的な就労や「社会参加」
をはかることが不可欠になっている。それは個
人にとっても、地域社会にとっても、日本社会
全体にとっても、である。退職後あるいは退職
を控えた世代に対して、キャリア形成をはかる
ことも重要な課題として位置付けられなければ
ならない。その具体的な学習プログラムとして、
職業人として蓄積した知識・技能・経験をいか
して追求し得る有用労働を、行政や企業・ＮＰ
Ｏなどと連携して新たに探究することが求めら
れている。
この間、様々な領域で起業がはかられてきた。
女性の起業家を育成しようとする事業も、積極
的に展開されてきた、ということができる。
このように考えると、地域の中で大学開放へ
の期待、すなわち大学が持つ資源を有効に活用
したいという期待が今後次第に高まるものと考
えられるのであり、資源を活用できる仕組みづ
くりが必要とされている、ということができよ
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う。
（３）防災・減災・復興を図る課題と「大
学開放」
地域の実情に即して、防災・減災の課題が具
体的に設定されなければならない。先に、富山
大学における「熟議」の取り組みを紹介したが、
この「熟議」の中でも防災・減災についての様々
な学習課題があることが明らかになっている。
人間の平均余命は 80 歳以上になってきて、様々
な情報も社会的に共有されるようになってきて
はいるものの、100 年や 1000 年といった長い
タイムスパンで考えた場合、巨大な地震や津波・
大洪水・山崩れといった災害の教訓は、必ずし
も正確に継承されているわけではない。また、
地球温暖化の影響で災害が起きやすい条件が強
まっていることも否定できない。そうした状況
におかれていることをふまえて、日頃から災害
について学習することが必要とされているので
あり、防災・減災の手だてを具体的に措置して
おくことが求められる。
復興という課題は、社会的に排除されようと
している東北地域の住民の支援ということにと
どまるものではない。日本社会全体として直面
している、新しい産業構造の構築、技術開発、
地域づくり等を総合的に追求していく課題とし
て考えられなければならない。それは、持続可
能なエネルギーの開発や地域社会の「持続的な
発展」、「防災・減災」を志向した学校教育や社
会教育・生涯学習プログラムの開発と実践等を
含むものでなければならない８）。また、地域で
の共通認識の形成に基礎づけられた実践を展開
する、ネットワークの組織化を前提としている。
こうした課題に対して、行政や企業・ＮＰＯ
などの果たすべき役割も大きいのだが、大学へ
の期待は非常に大きい、と考える。様々な研究
課題の探求において、また、研究成果の公開＝
学習機会の提供という意味において、さらに
ネットワークの中軸を担うという意味におい
て、である８）。
Ⅴ．結び
これまで「大学開放」の事業は、研究・教育
を含め多様な内容・形態で展開されてきた。「公
開講座」や「オープンクラス」といった住民へ
の「学習機会の提供」や、社会教育専門職員に
対する研修等の事業を実施してきた。さらに、
地域生涯学習の推進を図り、ネットワークの形
成や生涯学習プログラムの開発を探求してき
た。
こうした事業展開の基本には、地域課題や住
民の生活課題の解決を図る住民の「学びを育む」
ということが据えられていた。「少子高齢化」
や「グローバル化」にともなう様々な地域課題・
生活課題の解決をめざそうとする「人材の育成」
が図られてきた、ということである。
東日本大震災の被害を受けた地域では、一定
の復興を達成しつつある地域も存在するが、未
だに十分復興できていない地域も多い。その意
味では、「復興が主要な地域課題となっている」、
ということである。そして、そうした地域にお
いて「地域再生」を図る上で、大学の果たすべ
き役割は非常に大きなものになっている、とい
うことである。
＜注＞
１）「社会的排除」については、多くの著書・論文
がある。「大学開放」を視野に入れたものとして、
藤田昇治「生涯学習と社会参加」（『弘前大学生涯
学習教育研究センター年報』、第 13 号、2010 年）
がある。
２）鈴木敏正「3・11 後の『社会教育としての生涯
学習』」（鈴木敏正『持続可能で包容的な社会教育
のために』、終章、北樹出版、2012 年）を参照。
３）前出鈴木敏正「3・11 後の『社会教育としての
生涯学習』」や、末本誠「３・11 後の学習社会ー
実践と研究の展望」（石井山竜平編『東日本大震
災と社会教育　3・11 にむきあう学習を拓く』.、
国土社、2012 年 ) を参照されたい。
４）同前。
５）富山大学で実施した「熟議」については、富山
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大学地域連携推進機構生涯学習部門としてとりま
とめた報告書『地域と共生する大学づくりのため
の全国縦断熟議　熟議 2012… in 富山大学　災害が
起きたらどうする？』（2012 年）を参照されたい。
６）文部科学省は、大学改革の必要性についてホー
ムページで以下のように述べている。少々長いが、
紹介しておきたい。
　　「現在、日本は少子高齢化の進行や地域コミュ
ニティの衰退、グローバル化によるボーダレス化、
新興国の台頭による競争激化、といった急激な社
会の変化や、東日本大震災という国難に直面して
います。そのような状況において、社会の変革を
担う人材育成、知的基盤の形成やイノベーション
の創出など、『知の拠点』として、大学が、この
国の発展に果たすべき役割は極めて大きく、かつ、
多様です。そして、現下の日本の状況下において
は、大学改革は待ったなしの状況であり、実行が
求められています。
　　そのため、日本が直面する課題や将来想定され
る状況をもとに、目指すべき社会、求められる人
材像・目指すべき新しい大学像を念頭におきなが
ら、大学改革の方向性を『大学改革実行プラン』
としてまとめた。
　　この『大学改革実行プラン』により、大学の
持っている本来の役割を社会全体に認めてもらえ
るよう、精力的に大学改革に取り組んでいきます」
と述べている。このような現状認識は、筆者も基
本的に共有している。問われているのは、「改革」
の内実である。
７）「自己完結的な自己」については、藤田昇治「生
涯学習と社会参加」を参照されたい。また、拙稿「今
日的な大学の役割と地域生涯学習の方向性ー持続
的な発展を目指してー」（『富山大学地域連携推進
機構生涯学習部門　年報』、第 13 巻、2011 年）を
参照のこと。
８）地域の「持続的発展」を目指す課題と「地域生
涯学習」、さらに「大学開放」の在り方について、
筆者は別の機会に触れている。前出の拙稿「今日
的な大学の役割と地域生涯学習の方向性ー持続的
な発展を目指してー」を参照。
